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2025年10月1日から旅費制度が変わります！
距離１㎞未満でも旅費実費支給へ
旅行雑費廃止で用務終了連絡は不要に

事前準備を任命権者ごとに調整することで、年度途中の変更による混乱回避を当局が約束！
県労連はこれまで3回行われた旅費小委員会での交渉経過を踏まえ、5月13日に旅費制度の見直しに関する幹事団交渉を行いました。

＜旅費小委員会での交渉経過＞
○当初の当局提案

・昨年度は衆議院選挙の影響で、国の具体的な運用が確認できなかったことから、賃金確定期で見直しの議論ができなかった。しかしながら、4月1日に旅費法が改正、施行されていることや、県の制度が概ね国に準拠していることを踏まえると、できるだけ早く見直しを行う必要がある。なお、改正時期は今年10月1日としたい。
・自家用自動車を公務利用した場合の車賃の額は現行のとおり（15円/㎞）とする。（※国は18円/㎞）

・内国旅行における旅行雑費の120円は廃止する。
○県労連の主張

・旅行雑費については、県労連の確定交渉において県独自措置として合意したもの。変更したいのであれば確定交渉で議論すべきことである。
・年度途中の制度変更は現場の混乱をもたらす。特に義務制の事務は紙処理であり負担が大きい。
・旅費については１㎞未満の実費が支給されないなど不合理がある。それを改善しないで旅行雑費だけ廃止することは納得できない。
○第3回旅費小委員会での当局回答
・出発地と用務地、又は用務地間の直線距離が1㎞未満の場合であっても実費額を支給する。
・旅客運賃等が発生しない、又は通勤手当との重複区間があり旅費が支給されない旅行について、口頭による命令で足りるものとし、システムへの入力を省略することができるようにする（公用車利用も同様）。
・研修等に出張した際、用務が終了したこと自体を当日、直ちに所属へ報告する義務がないことを、所属長に対し周知するものとする。
・見直しに当たっては所属や職員に対し、丁寧に周知を図っていく。質疑応答集の作成など、現場が混乱しないような周知を行う。
＜5/13幹事団交渉での県労連の主張＞

・確定期に議論してきたことを、確定期以外で決めることは、これまでの「自主交渉・自主決着」の労使慣行から逸脱しており、容認できない。今回の対応は例外であり、今後は行わないことを確認したい。
・今回の国準拠を理由とした見直し提案は、実態として旅行雑費が廃止（120円）されるマイナス要素が大きい。国準拠に伴う改正ということであれば、自家用車の車賃は、最低でも国同様の18円/㎞に引き上げるべきだ。
・年度途中に制度改正をすれば現場は確実に混乱する。事前の準備等を任命権者ごとに調整し、当局の責任で混乱が生じないようにすると明言すべきだ。
こうした意見を踏まえ、当局から以下のとおり最終回答があり、十分とは言えないものの、幹事団の主張がある程度反映されたことから、提案を了承することとしました。

＜当局の最終回答＞（詳細は３頁参照）
・今回の旅費制度の見直しは、本来確定期の交渉課題であり、今回の制度の切替えは特例である。
・任命権者において具体的に調整を行い、事務に混乱が生じないようにする。

・自家用自動車利用の場合の車賃は、国と同様1㎞当たりの単価18円とする。

県労連交渉結果　　　　旅費制度の見直しについて
	改　正
	現行

	宿泊費（宿泊料から名称変更）

	
	内国旅行

	
	
	都道府県
一般職員
埼玉、東京、京都
19,000
福岡
18,000
千葉
17,000
神奈川、新潟
16,000
香川
15,000
熊本
14,000
北海道、岐阜、大阪、広島
13,000
山梨、兵庫、宮崎、鹿児島
12,000
記載以外の都道府県
11,000
宮城、山形、栃木、群馬、福井、岡山、徳島、愛媛
10,000
岩手、石川、静岡、三重、島根
9,000
福島、鳥取、山口
8,000
上限額（1泊あたり）
	甲地方
乙地方
7～10級
13,100
11,800
3～6級
10,900
9,800
1～2級
8,700
7,800


	
	外国旅行

	
	
	主要都市ごとに上限額（1泊あたり）を設定
米・ボストン（58,000円）～インドネシア・メダン（8,000円）
	『指定都市・甲地方・丙地方・乙地方』の4段階に分類

	宿泊手当（新設）

	
	1泊につき、2,400円とするが、夕朝食（２食）がつく場合800円、１食の場合1,600円とする。

	転居費（宿泊料から名称変更）

	
	新旧の住居の移転にかかる費用。
公費で支払うべきでない荷物（ピアノなど）の費用を整理する。また、複数業者による相見積りなどが必要となる。
	鉄道距離
7～10級
3～6級
1～2級
50㎞未満
126,000
107,000
93,000
50～100㎞
144,000
123,000
107,800
（中略）
2000㎞以上
381,000
324,000
282,000


	鉄道利用

	
	①種類：旅客運賃、急行特急料金、座席指定、寝台料金及び付随する費用
②要件：任命権者が実態に応じて判断し、公務のために特に必要な場合に支給。
判断基準⇒原則、出発駅から到着駅までの所要時間が30分以上短縮する場合
③旅客運賃のうち、運賃等級が2区分以上ある場合は、最下級の運賃を上限として支給。
	①種類：旅客運賃、急行特急料金、座席指定料金、寝台料金
②要件：急行特急料金は【急行⇒片道50km以上、特急⇒片道100㎞以上】
（県外旅行のみ）
座席指定料金⇒特急または片道100㎞以上の急行
寝台料金⇒公務上の必要

	船・航空機利用

	
	①種類：船賃（運賃、寝台料金、座席指定料金、特別船室料及びその他の費用）航空賃（運賃、座席指定料金及びその他の費用）
②支給：実費額　運賃等級が2区分以上ある場合は、最下級の運賃を上限として支給。
	原則、実費額

	その他の交通費（車賃から変更）

	
	①鉄道・船舶・航空機以外（バス・タクシー等）による移動の費用は、実費額を支給
②自家用自動車を利用した場合、18円㎞/㎞
	①原則、実費額
②自家用自動車を利用した場合、15円㎞/㎞

	廃止するもの

	
	・外国旅行に係る日当、食事料、支度料、旅行雑費（外国旅行の場合、渡航雑費（新設）

	包括宿泊手当（新設）

	
	パック旅行商品は、交通費の額及び宿泊費の基準額合計額を上限とした実費額を支給

	家族移転料（扶養親族移転料から変更）

	
	支給する対象を同居する家族とし、家族一人ごとに、職が移転するものとして、算定した交通費等に相当する額を支給

	事務手続きの簡素化・効率化

	
	・職員に代わって旅行代理店等による旅費の請求手続きを可能とする
・出発地と用務地、又は用務地間の直線距離が1㎞未満の場合であっても、旅客運賃等が発生する場合には実費額を支給する

・旅客運賃等が発生しない、又は通勤手当との重複区間があり旅費が支給されない旅行について、任命権者の実情に応じて、口頭による命令で足りるものとし、システムへの入力を省略することができるようにする。公用車を利用する場合も同様に取扱いができるものとする
・任命権者の実情に応じ、旅行命令権者が業務上特に必要、且つ合理的な経路と認めた場合は、その経路に基づく旅費を支給することができる
・研修等に出張した際、用務が終了したこと自体を当日、直ちに所属へ報告する義務がないことを、所属長に対し周知するものとする

	施行予定日

	
	2025年10月1日


●自家用車による出張　【当　局】国が車賃を改正していない以上、本県では改正する必要はない
【県労連】「国は改正していないが、『国に準拠』とするならガソリン価格の高騰なども含めて国と同額にするべき」
【最終回答】1㎞当たりの単価15円⇒18円に改正

●通信連絡費の廃止　　【当　局】国が『日当（国内）』を廃止することにより、神奈川でも国の構成要素にある通信連絡費を廃止したい
【県労連】出張や研修の開始・終了時の連絡が不要になったわけではない
【最終回答】研修等に出張した際、用務が終了したことの連絡は不要としていく

●施行時期　　　　　　【県労連】年度途中の制度切り替えの必要性の説明がない。混乱するだけ。
【最終回答】今回の年度途中の制度切り替えは特例である。（通常は確定期の交渉課題）施行時期について物価高騰など社会経済情勢を勘案し10/1施行としたい。ミスが生じないよう担当者や旅行命令権者に丁寧に対応していくが、詳細については任命権者ごとに調整していく。
